
 

―高齢者とともに歩むまち奈良― 

（概要版） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

奈良市老人福祉計画及び第５期介護保険事業計画 

みんなの介護保険 

介護保険料は、３年ごとに保険料を定めます。その定まり方は、３年

間にどれだけのサービスを受けるかという総量を金額で見積もり、その

２割を６５歳以上の人で分担します。 

介護保険制度が開始されて１２年が経過しましたが、３年ごとの保険

料は上昇し続けています。真に介護を必要としている方のために、また、

この制度を末永く続けるためには、保険料と介護サービスを受ける量の

バランスが重要です。 

健康で介護も医療も必要としない人生が理想です。そのためには生き

がいを持ち、積極的に体を動かし、衰えを感じないでいられる幸せを目

指しましょう。 

 



 

  

はじめに 

 

少子高齢化や核家族化が進むなか、介護の概念は「家

族がすべきもの」から「社会全体で支えるもの」へと変

化し、そのような社会的背景を受けて始まった介護保険

制度は、１２年が経過しました。 

その間、介護保険制度は着実に市民に定着し、居宅サ

ービスを中心に利用量およびその費用も増大しておりま

す。 

わが国においては高齢化が進み、今後２５年以内に国民の３人に１人が 65 歳以上

に、５人に１人が７５歳以上という超高齢社会を迎えると予測されており、本市にお

いても例外ではありません。今後数年のうちに「団塊の世代」の人々が高齢者となり、

一気にその割合が高まります。 

このような状況のもと、平成２４年度から２６年度までの３か年を計画期間として、

「奈良市老人福祉計画及び第５期介護保険事業計画」を策定しました。 

本計画は、第３期、第４期計画の延長線上にあり、平成２６年度までの目標達成に

向けて継続的に取り組む計画となります。 

高齢者が要介護状態になっても、可能な限り住み慣れた地域において継続して生活で

きるよう、介護、予防、医療、生活支援サービス、住まいの５つのサービスを一体化し

て提供する「地域包括ケア」の考え方を念頭に取り組んでまいります。 

「ずっとこの街で。安心介護の街にします。」を目標に、医療・介護・福祉の連携

により高齢者が最期まで尊厳を持って生きられる街の実現をめざしてまいります。 

今後とも、本計画の推進にあたり、市民の皆様のご理解とご協力をお願いします。 

最後になりましたが、アンケート調査・パブリックコメント等により貴重なご意見

をお寄せいただいた市民の皆さま、本計画の策定にあたり、貴重なご意見ご指導をい

ただきました高齢者保健福祉推進協議会の皆さま及び社会福祉審議会の皆さまに心

から感謝を申し上げます。 

 

平成２４年３月 

奈良市長 
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１. 計画策定の背景 

近 年 、我 が 国 の 人 口 構 造 の 高 齢 化 は 急 速 に 進 み 、平 成 22 年 10 月 １ 日 現 在 、

総 務 省 に よ る 人 口 推 計 で は 、高 齢 者 人 口 は 2,958 万 人 、総 人 口 に 占 め る 割 合（ 高

齢 化 率 ）は 23.1％ と な っ て い ま す 。さ ら に 平 成 47 年（ 2035 年 ）に は 、国 民

の ３ 人 に １ 人 が 高 齢 者 、 ５ 人 に １ 人 が 75 歳 以 上 と い う 未 曾 有 の 高 齢 社 会 を 迎

え る こ と が 予 測 さ れ て い ま す 。  

本 計 画 は 、 第 ４ 期 計 画 が 平 成 23 年 度 で 終 了 す る こ と を 受 け 、 第 ３ 期 計 画 策

定 時 に 定 め た 平 成 26 年 度 ま で の 目 標 を 達 成 す る 仕 上 げ の 計 画 と し て 新 た に 策

定 す る も の で す 。 本 計 画 を 策 定 す る こ と に よ り 、 本 市 が 高 齢 者 の 目 指 す べ き 姿

と し て 掲 げ る 「 活 力 と 経 験 を 生 か し 、 社 会 に 積 極 的 に 貢 献 す る 高 齢 者 」 が あ ふ

れ る ま ち と す る こ と を 目 指 し ま す 。  

２. 法令等の根拠 

介 護 保 険 事 業 計 画 は 介 護 保 険 法 第 117 条 に よ り 、市 町 村 は ３ 年 を 一 期 と し て

介 護 保 険 事 業 に 係 る 保 険 給 付 の 円 滑 な 実 施 に 関 す る 計 画 を 定 め る こ と と さ れ て

い ま す 。 ま た 、 老 人 福 祉 計 画 は 老 人 福 祉 法 第 20 条 の ８ に よ り 、 老 人 居 宅 生 活

支 援 事 業 及 び 老 人 福 祉 施 設 に よ る 事 業 の 供 給 体 制 の 確 保 に 関 す る 計 画 と し て 定

め る こ と と さ れ て い ま す 。 両 計 画 は 、 密 接 な 関 連 性 を 持 つ こ と か ら 一 体 の も の

と し て 定 め る こ と と さ れ て い ま す 。 以 上 の ２ 法 に 基 づ き 本 計 画 を 策 定 し ま す 。  

３. 介護保険事業計画と老人福祉計画との関係 

介 護 保 険 事 業 計 画 は 、 奈 良 市 内 に お け る 要 介 護 者 等 の 人 数 、 介 護 保 険 の 給 付

対 象 と な る サ ー ビ ス の 給 付 実 績 や ア ン ケ ー ト 調 査 結 果 に よ る 介 護 サ ー ビ ス に 関

す る 意 識 や そ の 実 情 等 を 勘 案 し て 、 サ ー ビ ス 種 類 ご と の 量 の 見 込 み 等 に つ い て

定 め 、 介 護 保 険 の 事 業 費 の 見 込 み を 明 ら か に す る 等 、 今 後 の 介 護 保 険 制 度 運 営

の 基 と な る 事 業 計 画 で す 。  

一 方 、 老 人 福 祉 計 画 は 、 介 護 給 付 等 対 象 サ ー ビ ス や 介 護 予 防 事 業 の 提 供 の ほ

か 、 ひ と り 暮 ら し 高 齢 者 の 生 活 支 援 の た め の サ ー ビ ス の 提 供 、 地 域 住 民 に よ る

自 主 活 動 と し て 実 施 さ れ る 老 人 福 祉 事 業 な ど を 含 め た 供 給 体 制 の 確 保 に 関 す る

計 画 で す 。  

こ の よ う に 両 計 画 は 、 介 護 給 付 等 対 象 サ ー ビ ス に 関 す る 事 項 が 共 通 し て い る

こ と 、 ま た 連 携 し て 事 業 を 行 い 調 和 を 保 つ 必 要 が あ る こ と か ら 、 老 人 福 祉 水 準

の 向 上 を 図 る た め の 総 合 計 画 と し て 一 体 の も の と し て 策 定 し ま す 。  

４. 計画の期間及び見直しの時期 

介護保険事業計画と老人福祉計画は、一体のものとして策定するものと定められ

ていますので、両計画は計画期間を同一とし、平成２４年度から平成２６年度まで

の３か年計画とします。また、計画の見直しは平成２６年度に行うこととします。 

計 画 の 概 要



 

2 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 画 の 基 本 理 念 及 び

基 本 施 策 

住み慣れた地域で安心して生活するためには、必ずしも介護保険サービスだけでは十分では

ないことから、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが、一体的に提供される地域包

括ケア体制の充実を図ります。また、地域包括支援センターの機能強化を図るとともに、医師

会や医療機関の医療ソーシャルワーカー、地域包括支援センター、介護支援専門員等と関係者

が医療と介護の情報を共有できるシステムの構築を検討します。 

 

高齢者の心身の機能、活動、参加といった生活機能の低下を予防し、寝たきりにつな

がる疾病の予防と適切な訓練を行うために、保健・医療・福祉の密接な連携による効果

的で包括的・総合的な介護予防システムの構築を図ります。 

高齢者の生活機能評価を実施し、生活機能の低下がみられる人に対して、その状態に

応じた介護予防事業を行うとともに、地域支援事業を推進し、生活機能の維持・向上を

図ります。 

認知症に対する市民の理解を深めるとともに、認知症の心身の状態や生活環境などにあわ

せて適切なサービスが継続的に提供できるよう、地域における支援体制を整備します。 

認知症の人やその家族を見守り、支援する認知症サポーターの養成や、養成のための

講師となるキャラバン・メイトの活動を支援し、認知症になっても安心して暮らせるま

ちを市民の手によりつくっていくことをめざします。 

認知症高齢者の権利擁護のために成年後見制度や日常生活自立支援事業の普及と利用

促進を図り、安心して暮らせるよう支援策を充実させます。 

高齢者が、安心して地域で暮らし続けることができる環境の整備を図ります。 

介護サービスの質の向上のために、介護保険施設や地域密着型サービス事業者、その

他の保険事業者についても実地指導・監査を行うとともに、質の高いサービスを提供で

きるようサービス従事者に対して研修等を実施し、また、要介護者が適切なサービスを

選択できるように介護サービスの情報提供に努めます。 

高齢者等すべての人が安全・安心に生活し、社会参加できるよう、ハード・ソフト両面にわ

たるバリアフリー環境の整備を引き続き推進します。また、事故、犯罪、災害等から高齢者を

守り、高齢者が安全にかつ安心して生活できる環境の形成を図ります。 

ボランティア活動をはじめとする社会参加や、これまでの知識や技術等を生かした就労、ま

た豊富な経験を生かした生涯学習への参画など、自立に向けた活動、また高齢者自身による組

織運営等に対して、積極的に支援することにより地域全体の活性化を図ります。 

基本理念 高齢者が心豊かな生活を送ることができるための自立支援と尊厳の保持 

基本施策 
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■ 地域包括ケア体制の推進 

■ 介護予防の推進 

■ 認知症高齢者支援策の充実 

■ 介護サービスの充実と質の向上 

■ 安全で安心して暮らせるまちづくりの推進 

■ 元気な高齢者が地域を担うまちへ 
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本市の総人口は年々減少し続け、平成 26 年で 357,451 人になると見込まれます。一

方で、65 歳以上の人口は増加し続け、平成 26 年で 96,395 人、高齢化率は平成 26 年

で 26.97％にまで達する見込みです。その後 2050 年まで、65 歳以上の人口は９～10

万人前後が見込まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

「日常生活圏域」とは、高齢者が住み慣れた地域で適切なサービスを受けながら生

活を継続できるように、地理的条件・人口・交通事情その他の社会的条件、介護給付

等対象サービスを提供するための施設の整備状況などを総合的に勘案し、地域の特性

に応じて市町村内を区分したものです。 

本市では日常生活圏域に基づいた地域密着型サービスや介護予防拠点などの基盤整

備を進めるとともに、地域包括支援センターを中心に保健・医療・福祉サービス関係

機関からボランティアや地域住民まで、地域における様々な社会資源の連携･協力体制

の整備を行い、地域包括ケア体制の充実を図ります。
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第１号被保険者介護保険料 

介護保険の財源は、介護保険サービスの利用者の１割負担分を除き、公費（国・県・市

の税金）が 50%と、40 歳以上のみなさんが納めていただく保険料 50%で賄われます。

保険料の標準負担割合は、40 歳から 64 歳までの第２号被保険者負担分が 29％、65 歳

以上の第１号被保険者負担分が 21％となっています。前期高齢者と後期高齢者の割合お

よび高齢者の市町村間の所得格差を調整するために調整交付金があり、標準は５％ですが、

奈良市の場合は平均より裕福な高齢者が多いため約 3.5%となり、5%から足りない 1.5%

は第 1 号被保険者が賄うことになります。すなわち 22.5%分を 65 歳以上で保険料とし

て負担していただきます。 

この 22.5％分の費用を、平成 24 年度から平成 26 年度までの第１号被保険者の推計人

数 281,602 人で割ることにより、一人あたりの保険料の基準額（第４段階の２）が決ま

ります。 

今後の 3 年間の給付費総額を試算しますと、739 億円を超えると推計されました。 

739 億円に第 1 号被保険者保険料割合の 22.5%を乗じて 3 年間の被保険者数で除

した単純計算の場合、保険料基準月額は 4,920 円になります。 

（739 億円×22.5%÷281,602 人÷12 ヶ月＝4,920 円/月） 

一方、介護保険料を抑える要素として、過去の保険料をプールしてある介護給付費

準備基金 5 億円と、今期奈良県から受け入れる財政安定化基金 1 億 9 千 4 百万円が

あります。それぞれ基準保険料を 148 円、57 円引き下げる効果があり、4,920 円

から減算しますと 4,715 円となります。 

その他の係数や保険料収納率を考慮した結果、第 5 期の基準保険料月額は 4,705

円となりました。 

介護保険料の基準月額を第 4 期と比較すると、3,921 円から第 5 期では 78４円上

昇しました。 

第 4 期の給付費総額が、613 億円に対して、第 5 期は 739 億円です。 

保険料上昇の主な要因は、介護給付費の伸びですが、65 歳以上人口の伸びが 4%弱

に対して認定者数の伸びは 7%を超えており、第 1 号被保険者保険料を支える 65 歳

以上の人数が増加する以上に認定者数が増加することにより、基準保険料を押し上げ

る最大の要因となっています。 

 

 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 3 年間の合計 

人口 361,671 人 359,561 人  357,451 人 1,078,683 

高齢者数（65 歳以上） 91.340 人 93,867 人  96,395 人 281,602 

認定者数 15,314 人 16,471 人  17,658 人 49,443 

給付費総額 
23,078,061

千円 

24,683,920

千円  
26,203,560

千円 

73,965,541

千円 

介 護 保 険 料 に つ い て 
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�� 24 年度��� 26 年度 3 年間の保険料基準月額の�定 

給付費 24 年度 25 年度 26 年度 

標準 22,500,616,201 24,066,307,488 25,547,946,377 

地域 577,444,722 617,612,372 655,613,802 

合計 23,078,060,923 24,683,919,860 26,203,560,179 

           

ア 設定 3 年間給付費総額 73,965,540,962 

イ 設定 1 号被保険者保険料率 21.00% 

ウ 設定 調整交付金不足額 1,097,943,503 

エ 設定 財政安定化基金受入額 194,122,449 

オ 設定 介護給付費準備基金取崩額 500,000,000 

カ 設定 収納率 98.50% 

キ （ア×イ＋ウ-エ-オ）÷カ 3 年間保険料総額 16,179,273,762 

ク キ÷B の合計 単純一人当たり保険料（参考） 57,454 

ケ キ÷C の合計 基準保険料額（年額） 56,461 

コ ケ÷１２ 基準保険料額（月額） 4,705 

       

保険料段

階 
倍率 

所得段階別 

人数 
加重人数 保険料 保険料総額 

 A B C D E 

 設定 3 年間見積人数 A×B 
ケ×Ａ 

100 円未満四捨五入 
Ｂ×Ｄ 

1 0.45 8,188 3,685 25,400 207,975,200 

2 0.45 44,130 19,859 25,400 1,120,902,000 

3 0.70 28,250 19,775 39,500 1,115,875,000 

4-1 0.90 53,688 48,319 50,800 2,727,350,400 

4-2 1.00 27,547 27,547 56,500 1,556,405,500 

5 1.15 25,460 29,279 64,900 1,652,354,000 

6 1.25 36,972 46,215 70,600 2,610,223,200 

7 1.50 40,092 60,138 84,700 3,395,792,400 

8 1.75 11,247 19,682 98,800 1,111,203,600 

9 2.00 6,028 12,056 112,900 680,561,200 

 合計   281,602 286,555   16,178,642,500 

       

保険料段階 対象者 

第 1 段階 
・生活保護を受けている人・世帯全員が市町村民税非課税で老齢福祉年金

を受けている人 

第 2 段階 
世帯全員が市町村民税非課税で、公的年金等の収入金額と合計所得金額

の合計が 80 万円以下の人 

第 3 段階 世帯全員が市町村民税非課税の人（上記を除く） 

第 4 段階の１ 
本人が市町村民税非課税で、公的年金等収入金額と合計所得金額の合計

が 80 万円以下の人（同一世帯に課税されている人がいる） 

第 4 段階の２ 本人が市町村民税非課税で、第 4 段階の１に該当しない人 

第 5 段階 本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 125 万円未満の人 

第 6 段階 本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 200 万円未満の人 

第 7 段階 本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 400 万円未満の人 

第 8 段階 本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 800 万円未満の人 

第 9 段階 本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 800 万円以上の人 
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6,095 
7,196 

8,566 
9,501 

10,272 10,981 11,444 11,553 11,814 12,379 
13,280 

14,251 
15,314 

16,471 
17,658 

8,568

11,161

12,888
13,935

15,316
16,319 15,933

16,803
17,491

18,814

20,201

21,639

23,078

24,684

26,204
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7,500 

10,000 

12,500 

15,000 

17,500 

20,000 

22,500 

25,000 
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4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

14,000 

16,000 

18,000 

20,000 

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

認定者数

給付費総額

認定者数と給付費総額の関係
（23年度以降は計画値）
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地 域 支 援 事 業 は 、 介 護 予 防 事 業 、 包 括 的 支 援 事 業 （ 介 護 予 防 ケ ア マ ネ ジ メ ン ト 業

務 、総 合 相 談 支 援 業 務 、権 利 擁 護 業 務 及 び 包 括 的・継 続 的 ケ ア マ ネ ジ メ ン ト 支 援 業

務 等 を い う 。） 及 び そ の 他 の 地 域 支 援 事 業 （ 任 意 事 業 等 ） を 行 う こ と に よ り 、 被 保

険 者 が 要 介 護 状 態 又 は 要 支 援 状 態 と な る こ と を 予 防 す る と と も に 、要 介 護 状 態 と な

っ た 場 合 に お い て も 、可 能 な 限 り 、地 域 に お い て 自 立 し た 日 常 生 活 を 営 む こ と が で

き る よ う 支 援 す る こ と を 目 的 と す る も の で す 。  

高 齢 者 の 生 活 機 能 の 低 下 を 防 ぎ 、 可 能 な 限 り 要 介 護 状 態 等 に な ら な い よ う 地 域 で

適 切 な ケ ア を 受 け な が ら 尊 厳 を 保 っ た 生 活 を 継 続 で き る 体 制 づ く り に 重 点 を 置 い

た 施 策 を 行 い ま す 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一次予防事業対象者 

（一般高齢者） 

二次予防事業対象者 

要支援者 
要介護者 

地 域 支 援 事 業

要介護認定等の

ない65歳以上を

対象に、二次予防

事業の対象者把

握事業の一環と

して実施します。 

※「任意事業」とは、高齢者が住み慣れた地域で生活を継続できるよ
う支援するために、地域の実状に応じて市町村が独自に実施する事業 

任意事業 ※ 

介護予防事業 

包括的支援事業 （地域包括支援センター） 

一次予防事業 

○介護予防普及啓発事業 

○地域介護予防活動支援事業 

 

二次予防事業 

○二次予防事業対象者把握

事業 

○通所型介護予防事業 

○訪問型介護予防事業 

生活機能評価 

（介護予防健診） 

 

○介護予防ケアマネジメント 

○総合相談支援事業 

○権利擁護事業 

○包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 

○虐待防止ネットワーク運営事業 

○ケアマネジャー活動等支援事業 

○介護給付費等適正化事業 

○家族介護支援事業 

○その他事業 
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元気で、社会参加をしたいという気持ちを持ち続けている高齢者に対して、行政施策

のメニューを提示し高齢者の積極的な社会参加を促すことが必要です。その拠点とな

る老人福祉センター、老人憩の家などの整備に努め、あわせて、万年青年クラブへの

活動の助成と、高齢者の社会参加活動の支援を行います。 

 

 

 

高齢者の在宅生活を支援するため、介護保険サービスや地域支援事業以外

に在宅福祉施策として以下の事業を実施します。 

 介護保険施設以外で、何らかの理由により在宅生活が困難になった 

高齢者が入所する施設です。 

 

 

 

比較的健康で自立している高齢者に対してできるだけその健康を保持し、意欲と能力

に応じた社会との関わりを持ち続けることができるよう、生きがい対策に取り組みます。

豊 富 な 知 識 と 経 験 を 持 っ た 高 齢 者 が 積 極 的 に 社 会 参 加 す る こ と は 、 高 齢 者 自 身 の 生

き が い や 健 康 の 増 進 の み な ら ず 、 地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ の 活 力 の 向 上 や 、 生 活 文 化 ・ 地

域 の 歴 史 文 化 の 伝 承 に も つ な が る 意 義 深 い も の で あ り 、 今 後 の 健 全 な 社 会 形 成 に 必

要 不 可 欠 で あ る と 考 え ま す 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民がいつでも自由に学習機会を選択して学ぶことができ、その成果が適切に評価さ

れる生涯学習社会の構築を進めます。 

高齢者のもつ能力を必要に応じていろいろな分野で活用することが地域の活性化の一要因となると

考えられます。そこで公益社団法人奈良市シルバー人材センターにおいて会員を募り、高齢者のもつ

能力の発揮できる分野での就業の機会を確保し、活動の場を提供します。 

介 護 保 険 以 外 の 

福 祉 施 策 

○養護老人ホーム ○軽費老人ホーム（ケアハウス・Ａ型） 

○日常生活保安用具給付事業 ○訪問理美容サービス事業 

○老人福祉センター ○老人憩の家 ○万年青年クラブ活動助成事業 ○シルバーコーラス ○老人軽作業場  

○シルバースポーツの普及 

 

長年にわたり社会に貢献してきた高齢者が、健やかで生きがいのある生活を送り積

極的に社会に参加していけるよう、老春手帳優遇措置等の事業を行います。 

○シルバー人材センター補助 

○生涯学習センター及び市内各公民館の活動 

○老春手帳優遇措置事業 ○長寿お祝い事業 

認知症ケア体制の確立及び医療との連携を強化するために、

地域包括支援センターに認知症地域支援推進員を配置して、

認知症の医療と介護の連携強化や、地域における支援体制の

構築を図るため、認知症施策総合推進事業を行います。 

○地域包括支援センター 
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高齢者などがより積極的に安全に外出できるよう、一人ひとりに交通安全意識の普

及・浸透を図り、交通ルールの遵守と正しい交通マナーの実践を働きかけ、交通安

全・交通事故防止の徹底を図ります。 

 

ボランティア活動の拠点として、奈良市ボランティアセンターを設置し、様々なボランティア活動に対する支

援に取り組みます。 

 

 市営住宅の整備に際しては、既存の住宅の居住性の向上をめざし、アプローチ及び住戸内の

段差解消、玄関、便所、脱衣室、階段及び浴室への手すりの設置等、高齢者が安全で安心し

て生活できる居住環境の実現を計画的に行います。 

安全性・快適性を高めるため、歩道の再整備（バリアフリー化）を行うとともに、

高齢者にも使える健康遊具を設置するなど、「より良い公園」づくりに努めます。 

 
防火・防災意識の高揚はもちろんのこと、防火・防災用具の配布や地

域における防火・防災組織の形成に努めます。 

各地区に結成されている地区社会福祉協議会（地区社協）を核として、住民主体・参加による様々な地域福

祉活動が取り組まれています。地域住民自らのまちづくり計画である「地区福祉活動計画」の全地区での策

定を通じて、住民主体によるさらなる地域福祉活動を推進します。 

 

 

安 全 面 や 快 適 性 に 配 慮 し た 暮 ら し や す い 住 居 を 確 保 す る こ と 、 ま ち の 整 備 ・ 改 修

に 取 り 組 む こ と 、事 故 や 災 害 な ど に 遭 わ な い た め の 方 策 や 、万 一 被 害 に 遭 っ て し ま

っ た 場 合 の 対 処 法 な ど 、 防 災 対 策 、 事 故 防 止 策 な ど に 包 括 的 に 取 り 組 み ま す 。  

 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 

 

住みよいまちをつくるには、施設や設備の整備を図るだけではなく、人と人とのつなが

りを大切にし、すべての人が参加する活気のある豊かな地域社会を築くことが必要です。 

このような社会を実現するためには、地域活動やボランティア活動に対する積極的な

支援を行い、地域づくりに対する住民の主体的な参加を進めていきます。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

福 祉 の ま ち づ く り

地 域 づ く り

ち 

○交通安全施設整備事業 ○道路橋梁維持補修事業 ○公園 

○交通安全運動実施における高齢者の交通事故防止 

○ひとり暮らし高齢者家庭防火訪問 

○高齢者向け市営住宅優先入居制度 ○公的住宅 

○小規模ネットワーク活動 ○ふれあいサロン活動 ○地域づくり活動（住民自治活動） ○世代間交流の促進 

○福祉教育の推進     ○日常生活自立支援事業（地域福祉権利擁護事業） 

○ボランティア講座の開催 ○ボランティア活動への支援 ○その他のボランティア育成 ○ボランティア基金 
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計画の推進体制               地域包括ケア体制の充実 

 

 

 

 

                     地域福祉関係機関との連携体制 

 

 

 

                      計画の進行管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発 行 ／ 奈 良 市 保 健 福 祉 部 介 護 福 祉 課 ・ 長 寿 福 祉 課  

〒 630-8580 奈 良 市 二 条 大 路 南 一 丁 目 １ 番 1 号  

策方 

円 滑 に 計 画 を 実 施

基す る た め の

（１） 公�・公�な�介護認���の確保 

（�） ������な介護認����の実施 

（�） 介護サービスの充実 

（�） 介護サービスの質の向上 

（�） ケアマネ���トの質の向上 

（�） 情報��体制 

（�） ���立と�情�� 

（�） 相談体制の充実 

（�） 介護予防普及啓発 

（10）認知症高齢者支援� 

認知症の予防 

認知症への支援のための相談窓口の充実 

認知症の普及・啓発、地域での見守りの推進 

医療機関との連携 

保健・医療・福祉・介護の関係機関の連携強化

とネットワークの構築 

介護家族の支援 

ケアの充実と質の向上 

 

（11）���護の推進 

（�����立支援��・成��見制�な�） 

（1�）高齢者虐待防止 

介護サービスの情報の公表 

介護サービスの第三者評価 

指導監督 

介護保険施設における身体拘束の禁止 

介護保険施設への円滑な入所 

高齢者虐待に関する啓発・相談 

高齢者虐待防止ネットワークの構築 

高齢者虐待防止マニュアルの作成 

通報等を受けた場合の対応・協力体制の確立 

介護家族（養護者）の支援 

 

（�）介護・福祉の関係機関�地域の����

とのネットワークの強化 

（�）地域��支援���ーの機�強化 

（１）��福祉協��との連携 

（�）����・����との連携 

（�）�����アとの連携 

奈良市高齢者保健福祉推進協�� 

奈良市高齢者保健福祉推進��連�� 

（１）医療と介護の連携 


